
先進的取組み事例について　　目次

施設設置管理者

1 西日本旅客鉄道株式会社　中国統括本部

2 一般社団法人　中国旅客船協会

3 広島国際空港株式会社

4 中国ハイヤー・タクシー連合会

自治体

1 鳥取県　生活環境部くらしの安心局　住まいまちづくり課

2 広島県　土木建築局　都市計画課

3 広島市　健康福祉局健康福祉企画課、道路交通局公共交通政策部

資料２－３
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・移動等円滑化について、構成員の取組事例の共有を目的に、先進的な取組（ソフト対

策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

※提出頂いた資料やご回答頂いた取組につきましては、取りまとめたうえ配付するとと

もに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

 

            貴社（団体）名 西日本旅客鉄道㈱中国統括本部   

     

① 第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

特になし 

 

 

 

 

 
②上記以外の取組があればお聞かせください。 

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。） 

旅客支援、情報提供、教育訓練等に徹底したお客様視点で考え取り組むことにより、

わかりやすく親切なご案内、快適で便利な環境づくりを継続的に推進しています。 

一例として 

○マインド面・介助スキルの教育の実施 

  参考：サービス介助士の資格取得状況（中国統括本部） 

    ・2023年度新規取得数 １２９名予定 

     ※2022年度 6月現在の取得数 ５５４名 

 

 

施設設置管理者による取組回答表 
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・移動等円滑化について、構成員の取組事例の共有を目的に、先進的な取組（ソフト対

策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

※提出頂いた資料やご回答頂いた取組につきましては、取りまとめたうえ配付するとと

もに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

 

            貴社（団体）名  一般社団法人中国旅客船協会                

     

①第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

 

令和 4年 11 月 22 日（火）、中国運輸局主催の「広島市立広島特別支援学校生徒対象 旅

客船の乗り方教室」に当協会会員 瀬戸内海汽船（株）が協力しました。 

宇品旅客ターミナルで切符購入疑似体験、車いす体験、救命胴衣の着用体験を実施、 

また広島港から「シーパセオ」に乗船し、船内見学、船内設備の説明等を行いました。 

 
 
②上記以外の取組があればお聞かせください。 

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。） 

 

 

 

施設設置管理者による取組回答表 
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・移動等円滑化について、構成員の取組事例の共有を目的に、先進的な取組（ソフト対

策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

※提出頂いた資料やご回答頂いた取組につきましては、取りまとめたうえ配付するとと

もに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

 

            貴社（団体）名  広島国際空港株式会社                   

     

①第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

 

◆  事例―１  

フルフラットタイプ旅客搭乗橋(PBB: Passenger Boarding Bridge)導入 

・令和３年から３か年計画で進めてきた、国内線ＰＢＢのフルフラット

化について、令和５年３月に２番及び６番スポット(国内線航空会社共用

使用)のフルフラット化更新を行い、国内線全５基のＰＢＢフルフラット

化が完了した。 

(令和３年：５番スポット×２基、令和４年：３番スポット×１基) 

・この旅客搭乗橋はバリアフリー対策を施したフルフラットタイプであ

り、搭乗橋内の段差や溝をなくし、車椅子や杖を使用するお客様も、安

全・快適に通行できる床を採用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設設置管理者による取組回答表 

◇ 更新前                   ◇ 更新後 
ＰＢＢ伸縮部分に段差            ＰＢＢ全体がフルフラット 
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◆ 事例―２ 

空港立体駐車場バリアフリー対応 

 

・ターミナルビル北側の空港駐車場内に立体駐車場（Ｒ４年９月着工、

Ｒ５年４月運用開始・５階建て・駐車台数４４２台）を整備した。 

・立体駐車場３階において、ターミナルビル２階出発ロビーにつながる

連絡橋に接続させ、立体駐車場から出発ロビーへの水平移動が容易とな

った。 

・バリアフリー対応としては、連絡橋へ接続する通路は勾配等をバリア

フリー基準に適合させた。 また、身障者対応エレベーターを２台整備し、

身障者対応エレベーターの最も近いエリアに身障者用駐車場枠を各階２

室設置(5 階は除く)した。 

尚、現在工事中の空港駐車場平面部分についても、身障者用駐車枠等を

設置するなどバリアフリー対応を実施する。 

 

 

 ◇駐車場３階           ◇  エレベーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上  

②上記以外の取組があればお聞かせください。 

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。） 

・特にございません。 

 

 

◇ 全景                   ◇ 連絡橋への接続通路 
ターミナルビルから遠景            
(右手は連絡橋)             
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                                    別添 ２－２

【お答えいただく前にご覧ください】

・移動等円滑化について、構成員の取組事例の共有を目的に、先進的な取組（ソフト対

策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います）

※提出頂いた資料やご回答頂いた取組につきましては、取りまとめたうえ配付するとと

もに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。

            貴社（団体）名  中国ハイヤー・タクシー連合会
 

                   

    

①第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。

ＵＤタクシーの導入について、国土交通省のバリア解消促進等補助金等を活用

し、広島県内の補助金の要望は１６社５３両で今年度は３５両の内定を頂き、ユ

ニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシー及び福祉車両の導入の促進に取り組みまし

た。

なお、令和４年度末にＵＤタクシー６３社・３４０両が導入されており、今後

もさらなる普及の取組みが必要となっています。

ユニバーサルドライバー研修の実施について、平成２９年度からＵＤタクシー

普及に際して、タクシー乗務員の基本知識と技術習得のためのユニバーサルドラ

イバー研修を実施しており、令和４年度まで延べ実施回数３５回、６６社６２７

名が受講し全員が資格を得ており、今年度も引き続き定期的に実施していくこと

としています。

②上記以外の取組があればお聞かせください。

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。）

  ※特にありません。

施設設置管理者による取組回答表
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・構成員の取組事例の共有を目的として、移動等円滑化についての先進的な取組（ソフ

ト対策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

・提出頂いた資料やご回答いただいた取組につきましては、取りまとめたうえ配付する

とともに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

 

            貴県（市）名 鳥取県 住まいまちづくり課              

             

① 第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

鳥取県では、令和 5年 3月から、建築物のバリアフリー整備情報を電子地図上で提供

するアプリ「とっとりＵＤマップ」の運用を開始しました。 

アプリでは、車いす使用者用駐車施設、バリアフリートイレ、出入口段差の有無等の

情報を用途や利用者条件と組み合わせて簡単に検索ができ、経路案内機能を備えるとと

もに、子育て世帯、高齢者、障がい者が利用できる優待・割引の情報もバリアフリー情

報と一緒に提供しています。また、オストメイト用設備の故障等バリアフリー設備の不

具合や掲載情報に不備がある場合には、利用者がアプリを通じて建築物の管理者や特定

行政庁に報告する機能も備えており、不具合等の改善を促すことができます。 

マップには、民間施設及び公共施設が約 5,000 件登録されていますが、国施設の登録

が進んでいないため、鳥取県内に設置された国施設で、特に県民の利用が多い施設（窓

口サービスのある施設、公衆トイレ等々）について、登録にご協力をお願いします。（添

付資料参照） 

 

②上記以外の取組があればお聞かせください。 

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。） 

 

地方公共団体による取組回答表 
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『とっとりUDマップ』とは？

誰もがいつでも心配することなく外出できるようバリアフリートイレやスロープなどの施設

のバリアフリーに関する情報を提供する電子地図です。

●施設詳細情報 ●子育て応援パスポート協賛店の情報 ●割引情報 ●バリアフリー情報 を掲載

おむつ替え、ベビーチェア

のあるお店が分かるんだっ

て！うれしいね～

車いす対応のお店が分

かると、色んなところに、

お出かけできるね～

子育て協賛店やシニア割

引の情報もわかるんで

すって！

行ってみようかしら

ｖとっとりＵＤマップ又はオーナー登録用QRコードからオーナー情報と施設情報を登録

Step１

県の承認後マップに掲載完了！

Step２

オーナー登録用

施設の検索

不具合情報の受付

施設情報の提供

多言語表示

『施設名検索』 『かんたん検索』 『詳細検索』
の３つの方法で施設を検索

検索結果をマップやリストに表示。施設の住所、
電話番号など詳細情報やバリアフリー情報、
子育て応援協賛店パスポートの協賛店情報等を提供

利用者からバリアフリー設備の不具合情報を受け付ける機能を付加
報告をオーナーが受け取った場合は、所管行政庁から改善方法や補助金情報を案内

外国人の方にも利用できるよう、
英語、中国語、韓国語、ベトナム語に対応

マップで出来ること

施設登録の方法

●とっとりUDマップに関する お問い合わせ先

鳥取県生活環境部くらしの安心局 住まいまちづくり課 景観・建築指導室

TEL ０８５７－２６－７６９７ FAX:０８５７－２6－８１13  Email:sumaimachizukuri@pref.tottori.lg.jp

施設登録のご案内

とっとりUDマップ
公式LINE 

マップのご利用はこちらから！
▼
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・構成員の取組事例の共有を目的として、移動等円滑化についての先進的な取組（ソフ

ト対策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

・提出頂いた資料やご回答いただいた取組につきましては、取りまとめたうえ配付する

とともに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

 

            貴県（市）名        広島県                 

         

①第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

 

●鉄道駅のバリアフリー化 

 JR 大竹駅（大竹市）では，橋上駅舎・自由通路が令和５年２月に完成しました。駅前

広場の整備に着手しており，エレベーターや多目的トイレ，身障者用駐車場の整備等，

利用者の利便性や安全性の向上を図るためバリアフリー化を進めています。 

 

●鉄道駅のバリアフリー化 

 JR 西高屋駅（東広島市）では，北口広場と南口広場をつなぐ自由通路，橋上駅舎のホ

ームと地上をつなぐエレベーターの設置，駅内施設整備等の工事が始まり，バリアフリ

ー化を進めています。 

 

 
②上記以外の取組があればお聞かせください。 

特にありません。 

 

 

 
 

地方公共団体による取組回答表 
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                                     別添 ２－２ 
 
 
【お答えいただく前にご覧ください】 
・構成員の取組事例の共有を目的として、移動等円滑化についての先進的な取組（ソフ

ト対策含む）などをお聞きするものです。（※説明資料等があれば添付願います） 

・提出頂いた資料やご回答いただいた取組につきましては、取りまとめたうえ配付する

とともに、会議終了後、中国運輸局のＨＰに掲載致します。 

貴県（市）名 広島市                         

 

①第４回移動等円滑化評価会議（R4.7.13）以後で先進的な取組があればお聞かせくだ

さい。 

 特にありません。 

 

②上記以外の取組があればお聞かせください。 

（限られた時間の中でできるだけ多くの方のご意見をうかがいたいため、当日はおひと

り様数分程度でお願いします。） 

○公共施設の福祉環境整備（別紙１）【健康福祉局健康福祉企画課】 

 本市が設置し又は管理する公共施設については、平成７年に制定した「広島市公共施

設福祉環境整備要綱」に定める整備基準により、福祉環境の整備を推進しています。ま

た、この要綱の施行までに整備した施設についても、整備基準に適合するよう、順次、

バリアフリー化を進めています。 

 

○広島市バリアフリーマップによる情報提供【健康福祉局健康福祉企画課】 

 本市では、障害者、高齢者、乳幼児を連れた人など、市民の誰もが気軽に安心して外

出できるよう、広島市中心部やＪＲ駅周辺などの多くの市民が利用する公共施設や、主

要なＪＲの駅舎、百貨店、ホテルなどの民間施設のバリアフリー設備の整備状況に関す

る情報をマップ形式によりホームページで公開しています。 

 

○ＪＲ駅のバリアフリー化（別紙２）【広島市道路交通局都市交通部】 

本市では、国が定めた「移動等円滑化の促進に関する基本方針」に基づき、対象とな

る鉄道駅のバリアフリー化が図られるよう、国とともに整備費の一部を補助していま

す。 
 

地方公共団体による取組回答表 
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広島市公共施設福祉環境整備要綱 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、本市が設置し又は管理する施設について、身体障害者や高齢者などを含めたすべての

市民が安全かつ快適に利用できるよう、その構造及び設備の整備に関する基準（以下「公共施設整備基準」

という。）を定め、これを整備することにより、福祉のまちづくりを推進し、もって本市の社会福祉の向上

を図ることを目的とする。 

 

（適用対象施設） 

第２条  公共施設整備基準は、本市が設置し又は管理する施設で次の各号に掲げる施設（以下「公共施設」

という。）に適用する。 

（１） 建築物 

（２） 道路及びこれに付属する施設 

（３） 公園及びこれに付属する施設 

（４） 駐車場 

 

（公共施設整備基準） 

第３条  公共施設整備基準は、別表のとおりとする。なお、主として身体障害者や高齢者等の利用を目的と

した施設においては、公共施設整備基準に加え公共施設の利用目的に照らし必要な配慮を行うよう努めるも

のとする。 

 

（整備の方針） 

第４条  公共施設整備基準は、公共施設の新設、増設、改修及び大規模な模様替えに際して適用するものと

する。 

２ 既存公共施設についても、公共施設整備基準に適合するよう計画的に必要な改善に努めるものとする。 

３ 前２項に規定する公共施設整備基準を準用する場合、地形、敷地等の制約により困難なときは、代替的

又は補完的措置を講ずるものとする。 

 

（事前協議） 

第５条  第２条第１項の建築物の基本計画策定業務及び基本設計業務の委託に当たっては、健康福祉局健康福

祉企画課へ事前協議するものとする。 

 

（維持管理等） 

第６条  公共施設の管理及び運営に当たっては、身体障害者や高齢者等が利用しやすいよう、公共施設を常時

良好な状態に保持するように努めるとともに、案内、誘導、接遇、介助などの人的対応に配慮するものとする。 

 

（その他） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に際し必要な事項は別に定める。 
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附 則 

この要綱は、平成７年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年８月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年５月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表 

Ⅰ 建築物 
 

   

整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

１ 敷地内通路 歩行者の安全確保 (1) 歩行通路は、できる限り車路と分離し、歩行者の安全を確保する。 １ 整備基準に掲げる
「不特定かつ多数の者
が利用する建築物」等
の用語の意義は次のと
おりとする。 

(1) 「不特定かつ多数の
者が利用する建築物」
次に掲げる建築物に類
するもの以外のものを
いう。 

① 主たる用途が公用目
的で、市民の利用が少
ない施設 

 環境事業所、清掃工  
  場、水資源再生セン 
  ター、浄水場、衛生 
  研究所、競輪事務局、 
 建設事務所等       
② 主として特定の者が
入所又は利用する施設 

 保育園、児童館、幼 
稚園、学校、市営住 
宅等      

③ 小規模な市民利用施
設 

 地区集会所、老人集  
 会所等 
 
 ＜該当建築物の例＞ 
・庁舎施設 
 本庁舎、区役所、出  
  張所、水道局等の局 
 庁舎等        
・会議、催物、研修施設 
 国際会議場、区民文  
  化センター、公民館、 
  勤労青少年ホーム、 
  男女共同参画推進セ 
ンター、研修センタ 
ー等 

・図書館等 
 中央・区図書館、映  
  像文化ライブラリー 
 等          
・展示施設 
 平和記念資料館、こ  
  ども文化科学館、交 
  通科学館、現代美術 
 館、郷土資料館等   
・保健・医療施設 
 保健所、病院等        
・スポーツ施設 
 広域公園陸上競技場、 
  総合屋内プール、区 
 スポーツセンター等  
・宿泊施設 
 国際青年会館等 
 
(2) 「身体障害者や高齢
者等の利用の多い建築
物」 

  次に掲げるものに類
する施設 

・福祉施設 
 心身障害者福祉セン  
  ター、障害者デイサ 
  ービスセンター、老 
人福祉センター、福 
祉センター等       

・保健・医療施設 
保健所、病院等 

 
(3)  「市民の利用に供す
る駐車場」 

  ア 公用駐車場及び区
画を設けない場合
は、適用しない。 

 イ 市営駐車場（機械
式駐車場を除く）に
も適用する。 

 
２ 学校における「８ 車

床仕上げ (1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

(2) 表面は、原則として左右水平とする。 

幅員 (1) 歩行通路の幅員は、180㎝以上とする。ただし、駐車場内通路にあっては、120

㎝以上とすることができる。 

(2) 門扉の幅員及びバリカー間隔は、「３ 屋外出入口」の有効幅員に準ずる。 

高低差の解消 (1)  道路境界部も含め歩行通路には、段を設けない。やむを得ず設ける段の高低差

は、2㎝以下とするとともに、面取りをする。この場合、段の先端の材料の色は、

回りの色と明度差を大きくして、段を識別しやすいものとする。 

(2)  2㎝を超える高低差がある場合には、「２ スロープ」による。 

(3) スロープとの併設階段は、「10 階段」による。 

排水溝 (1) 通路内に排水溝を設ける場合には、溝蓋スリットの幅は、2㎝以下とする。 

２ スロープ 床仕上げ (1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

(2) 傾斜床面は、回りの水平床面の材料の色と明度差を大きくし、スロープを識別

しやすいものとする。 

(3) 表面は、左右水平とする。 

勾配 (1) 屋外スロープの勾配は､1/15以下とする。 

(2) 屋内スロープの勾配は､1/12以下とする。ただし、高低差が16㎝以下の場合に

は、1/8以下とすることができる。 

(3) 敷地形状等やむを得ない場合には、スロープ勾配を1/12以下とするほか、次表

の高低差の区分に応じたものとすることができる。 

 表   高低差と勾配 

高低差 勾配 高低差 勾配 

75 ㎝以下 １/10 以下 20 ㎝以下 １/６ 

50 ㎝以下 １/９以下 12 ㎝以下 １/５ 

35 ㎝以下 １/８以下 ８㎝以下 １/４ 

25 ㎝以下 １/７以下 ６㎝以下 １/３ 
 

踊場 (1) 高低差が75㎝を超える場合には、高さ75 ㎝以内ごとに、また、スロープの交

差部及び接続部には、踏幅150㎝以上の踊場を設ける。 

手すり (1) 高低差が16㎝を超える場合、又は勾配が1/12 を超える場合は、スロープの両

側に手すりを設ける。 

(2) スロープの幅員が300㎝を超える場合には、中間に手すりを設ける。 

(3) 手すりは、外径4㎝程度とし、床から80㎝程度の高さに設ける。 

(4)  手すりと側壁等との隙間は、5㎝程度とする。 

(5) 手すり端部には、30㎝以上の水平部を設けるとともに、末端部を床又は壁の方

向に折り曲げる。 

幅 員 (1) 階段を併設する場合にあっては、スロープの幅員は、内法120㎝以上とする。 

(2) 敷地形状等やむを得ない場合の階段併設スロープにあっては、内法90cm以上と

することができる。 

その他 (1)  車いすの脱輪防止のため、スロープの両側に、高さ5㎝以上の側壁を設ける。 

３ 屋外出入口 有効幅員 (1)  出入口の有効幅員は、90㎝以上とし、不特定かつ多数の者が利用する建築物

及び身体障害者や高齢者等の利用の多い建築物にあっては、１以上の屋外出入

口の有効幅員を120㎝以上とする。 

扉の形式 (1) 不特定かつ多数の者が利用する建築物及び身体障害者や高齢者等の利用の多い

建築物にあっては、主要な屋外出入口のうち１以上のものを自動式引き戸とする。 

(2) 回転式ドアは設けない。 

(3) 手動ドアの把手は、握りやすいレバーハンドル又は棒状把手とする。 

段差の解消 (1)  出入口には、段を設けない。 

(2)  出入口前後の床は、同一レベルの水平床面とし、動線に応じた広さを確保する。 

その他 (1) 全面が透明なガラスの手動ドアの場合には、衝突防止のために床面から120 ㎝

程度の高さに横枠を入れる等の表示を行う。 

(2) 自動ドアの感知域はドアの前後100㎝程度とする。 

４ 駐車場 設置数 (1) 市民の利用に供する駐車場には、車いす使用者用駐車区画を設ける。 

(2) 車いす使用者用駐車区画の数は、全駐車区画数が 200 以下の場合は、全体の

２％以上の数とし、全駐車区画数が200を超える場合には、全体の１％に２を加

えた以上の数とする。ただし、市営住宅にあっては、身体障害者向け住戸数に

応じた数とすることができる。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

位 置 (1)  車いす使用者用駐車区画は、建築物の主要な屋外出入口またはエレベーターロ

ビーに通ずる出入口からできるだけ近い位置に設ける。 

いす使用者等対応トイ

レ」については、原則と

して管理棟に適用するも

のとし、その他の施設に

あっては、敷地の形状、

各施設の配置、規模等を

考慮し適用するものとす

る。 

 

３ 市営住宅への適用につ

いては、次のとおりとす

る。 

 (1)  共用部分に適用す

る。 

 (2) 「６ 屋内出入口」

は、車いす常用者向け

住戸出入口と読み替え

て適用する。ただし、

当該項目中「その他」

は、適用しない。 

区画の形状 (1)  車いす使用者用駐車区画の幅員は350㎝以上、奥行きは600㎝以上とする。 

(2) 既存建築物で、かつ、敷地形状等によりやむを得ない場合は、幅員 120

㎝以上の乗降スペースを設けることによって駐車区画幅員 350 ㎝のものと

みなす。 

標 示 (1)  車いす使用者用駐車区画であることがわかるよう、シンボルマークの標識

設置又は床面塗装標示をする。 

５ 屋内通路・

廊下
 

床仕上げ (1) 滑りやすい磨き仕上げ床材は設けない。 

段差の解消 (1) 屋内通路・廊下には、段を設けない。やむを得ず設ける場合は、高低差

を 2 ㎝以下とするとともに、面取りをする。この場合、段の先端の材料の色は、

回りの色と明度差を大きくして、段を識別しやすいものとする。 

(2) 2cm を超える高低差がある場合には、「２ スロープ」による。 

(3) スロープとの併設階段は、「10 階段」による。 

幅員 (1) 主要な通路や廊下の幅員は、内法 180 ㎝以上とする。末端の付近及び区

間 50ｍ以内ごとの位置に２人の車いす使用者がすれ違えるスペースを設け

た場合には、内法 140 ㎝以上とすることができる。 

(2) ただし、その他の通路、廊下及び床面積の合計がおおむね 500 ㎡未満の

建築物にあっては、末端の付近及び区間 50ｍ以内ごとに車いす転回スペー

スを設けた場合には、内法 120 ㎝以上とすることができる。 

手すり (1) 身体障害者や高齢者等の利用の多い建築物の廊下にあっては、手すりを

両側に連続して設ける。 

(2) 手すりの形状及び取り付け高さ等は、「２ スロープの(3)から(5)」によ

る。 

その他 (1) 原則として廊下の壁面には、突出物を設けない。やむを得ず設ける場合

は、衝突防止措置を講ずる。 

(2) 壁又は柱のコーナは面取りをするよう努める。 

６ 屋内出入口
 

有効幅員 (1) 出入口の有効幅員は、90cm 以上とする。 

(2)  ドアの前後に車いす使用者が出入口へ正対できるスペースがある場合に

は、出入口の有効幅員を 80cm 以上とすることがきる。 

扉の形式 (1)  回転式ドアは、設けない。 

(2)  手動ドアの把手は、握りやすいレバーハンドル又は棒状把手とする。 

段差の解消 (1)  出入口には、段を設けない。 

(2)  出入口前後の床は、同一レベルの水平床面とし、動線に応じた広さを確

保する。 

その他 (1) 通路・廊下側へ開く開き戸の場合には、次のいずれかとするよう努める。 

  ア アルコーブを設ける。 

  イ 衝突防止のために、ドアに中抜き窓を設ける。 

７ トイレ 腰掛け式便器ブ

ース 

(1)  男女それぞれのトイレに、手すり付き腰掛け式便器ブースを１か所以上

設ける。 

(2) 腰掛け式便器の便座は、１か所以上を温水洗浄便座（温水でおしり等を

洗浄する機能を持つ腰掛け式便座をいう。以下同じ。）とすることが望まし

い。 

(3)  出入口の有効幅員は、80 ㎝とするよう努める。 

(4)  ドアは、原則として外開きとする。 

手すり付き小便

器 

(1)  男子用トイレに、手すり付きストール小便器を１か所以上設ける。 

(2)  設置箇所は、原則として出入口に最も近い位置とする。 

(3) 便器の受け口の高さは、35cm 以下とする。 

手すり付き洗面

器 

(1) 男女それぞれの洗面所に、レバー式又はプッシュ式その他操作が容易な

水栓器具を備えた手すり付き洗面器又はカウンター式洗面器を１か所以上

設ける。 

(2)  車いす使用者も利用できる洗面器を設ける場合には、「14 カウンター、

公衆電話台等」のカウンターに準じた高さ及び構造とする。 

(3)  車いす使用者も利用できる洗面器を設ける場合には、鏡は、下端を床か

ら 90㎝の高さに設ける。 

手すり (1) 手すりは、外径 4 ㎝程度とする。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

８ 車いす使用

者等対応トイ

レ 

設置場所 (1) トイレブースは、不特定かつ多数の者が利用する建築物又は身体障害者

や高齢者等の利用の多い建築物で床面積の合計がおおむね 300 ㎡以上のも

の並びに児童館及び学校に設ける。   

(2) トイレブースは、１階及び多人数が利用するホール等のある階に１か所

以上設ける。男性トイレと女性トイレを距離をおいて設ける場合には、そ

れぞれ１か所以上設ける。 

(3) トイレブースは、一般トイレと一体的に設ける。 

ブースの広さ (1) トイレブースの広さは、児童館及び学校にあっては、内法 200 ㎝×200

㎝、その他の建築物にあっては、内法 220 ㎝×285 ㎝を標準とする。 

(2) 建物構造上やむを得ない場合にあっては、内法 150 ㎝×200 ㎝を標準とす

ることができる。 

出入口 (1) 出入口の有効幅員は、90㎝以上とする。 

(2)  扉は、引き戸式とし、円滑に開閉できるものとする。 

(3)  手動ドアの場合、把手は棒状把手とする。 

(4) 自動ドアの場合、ブース内のドア開閉スイッチは、ドアから 40 ㎝～50

㎝程度離れた位置に設ける。 

(5) 出入口には、段を設けない。 

(6)  出入口前後の床は、同一レベルの床面とし、動線に応じた広さを確保す

る。 

設備 (1) 腰掛け式便器の便座は、温水洗浄便座とすることが望ましい。 

(2) 腰掛け式便器の便座の高さは、床から 40 ㎝程度とする。 

(3)  外径４㎝程度の手すりを設ける。 

(4)  フラッシュバルブ、手洗器及び非常通報装置等を車いす使用者が操作し

やすい位置に設ける。 

(5)  洗面器は、水栓器具をレバー式又はプッシュ式その他操作しやすいもの

とし、「14 カウンター、公衆電話等」のカウンターに準じて設ける。ただ

し、共用洗面所に車いす使用者も利用できる洗面器が設けられている場合

は除く。 

(6) 床面積の合計が 2,000 ㎡以上の建築物にあっては、オストメイトに対応

した専用の設備として、水洗装置・紙巻器・水石鹸入れ・衣服用フック・

棚・鏡を設ける。その他の建築物にあっても、これに努める。 

(7) 鏡は、下端を床から 90 ㎝の高さに設ける。この場合鏡は、傾斜鏡としな

い。 

(8) 長椅子・寝台その他これらに類するものを設ける。ただし、児童館及び

学校にあっては、又は建築構造上やむを得ない場合にあっては、手荷物を

置く棚の設置に替えることができる。 

(9) 出入口には、車いす使用者以外の人も利用できる旨の標示をする。  

９ エレベーター エレベーターの設

置 

(1) エレベーターは、原則として、不特定かつ多数の者が利用する建築物及び身体

障害者や高齢者等の利用の多い建築物で床面積の合計がおおむね500 ㎡以上のも

のに設ける。 

大きさ (1)  エレベーターは、原則として、日本産業規格に定める定員11人以上のものとす

る。 
出入口の有効幅員 (1)  出入口の有効幅員は、原則として90cm以上とする。 

附帯設備 (1)  附帯設備は、日本エレベーター協会の車いす兼用エレベーター及び視覚障害者

兼用エレベーターの標準仕様に準ずる。 

乗降ロビー (1)  乗降ロビーの広さは、180㎝×180㎝以上とする。 

10 階段（主たる

階段 

仕上げ (1)  踏面は、粗面とし、又は滑りにくい床仕上げとする。 

(2) 滑り止めは、踏面と同面仕上げとし、踏面の材料の色と明度差を大きくして、

段を識別しやすいものとする。 

形 状 (1) 回り段を設けない。 

(2) 蹴込みは2㎝以下とし、会議場等ホールに通じる階段にあっては、蹴上げは16cm

程度、踏面は30cm程度とする。 

手すり (1)  両側に5㎝程度の立ち上がり及び手すりを設ける。 

(2)  手すりの形状及び取り付け高さ等は、「２ スロープの手すり(2)から(5)」によ

る。 

幅 員 (1) 会議場等のホールに通じる階段の幅員は、150cm以上とする。 

11  客 席 

車
い
す
使
用
者 

車いす使用

者席の設置 

(1)  ホールのある施設及びスポーツ施設等で、客席が固定されている場合には、車

いす使用者用客席を設ける。 

設置場所 (1) 車いす使用者用客席は、観覧場の出入口から段差なく到達でき、かつ、出入口

に近い位置に設ける。 

設置数 (1)  車いす使用者用客席の席数は、３席以上とする。ただし、全席数が 600 を超え

る場合には全体の0.5％以上の数とする。この場合の設置上限値は、当面30とす

る。 

スペース (1) １席当りのスペースは、幅90cm以上、奥行き140cm程度の水平床面とし、前面

及び側面に転落防止用の立上りを設ける。 

集団補聴設備 (1) おおむね500席以上あるホール等にあっては、客席の一部に、聴覚障害者用の 

集団補聴設備を設ける。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

12  宿泊室 

車
い
す
使
用
者
対
応
宿
泊
室 

設置数 (1) 宿泊施設を設ける建築物にあっては、車いす使用者が円滑に利用できる宿泊室

を設ける。 

(2) 車いす使用者も利用できる宿泊室の数は、全宿泊室の２％以上とする。 

 

出入口 (1)  宿泊室の出入口は、「６ 屋内出入口」により、車いす使用者が円滑に開閉し、

通過できるものとする。 
転回スペース (1)  室内に車いすが転回できるスペースを設ける。 

サニタリー

ルーム 

(1) 出入口は、扉を引き戸とするほか「６ 屋内出入口」による。 

(2) 腰掛け式便器の便座は、「８ 車いす使用者等対応トイレ」による。 

(3) 手すりは、「８ 車いす使用者等対応トイレ」に準じて設ける。 

(4) 洗面器は、「８ 車いす使用者等対応トイレ」による。 

(5) 浴槽まわりの水栓器具は、レバー式その他の操作が容易なものとし、座って手

の届く位置に設ける。 

(6) 浴槽は、移乗台座及び手すり付き浴槽とする。 

(7) 必要に応じ、車いす転回スペースを設ける。 

各種スイッ

チその他設

備 

(1) 非常呼び出し設備を設ける。 

(2) フラッシュ及び音響増幅装置付き電話を設ける。 

(3) 自動火災報知設備に連動して、音及び光によって非常事態の発生を知らせる装

置を設ける。 

(4) 各種スイッチその他設備は、いすに座って手が届く範囲の高さに設ける。 

 

13  シャワーブ

ース 
車
い
す
使
用
者
用
シ

ワ

ブ

ス 

設置数 (1) 市民の利用が多いスポーツ施設等でシャワー設備を設ける場合には、車いす使

用者も利用できるシャワーブースを設ける。 

(2)  シャワーブースは、男女それぞれのシャワールームに１カ所以上設ける。 

構造・設備 (1)  床面は、濡れても滑りにくい材料で仕上げる。 

(2)  出入口の有効幅員は、80㎝以上とする。 

(3)  出入口の戸は、引き戸又はカーテンとする。 

(4)  出入口前後の床は、同一レベルとする。 

(5) シャワーは、ハンドシャワー等可動式のものとする。 

(6)  水栓器具等は、いすに座って手が届く高さに設け、レバー式その他操作が容易

なものとする。 

(7)  ブース内部には、周囲に外径4㎝程度の補助手すりを設ける。 

(8)  ブース内に、洗い台又はシャワーベンチを備える。 

14  カウンタ

ー・公衆電話台

等 
 

 (1)  カウンター、記載台及び公衆電話台等を設ける場合には、そのうちの１か所以

上のものを車いす使用者も利用できるものとする。 

  ア 高さは、70㎝程度とする。 

  イ 下部に車いすのフットレストが入るスペースを確保する。
 

15  浴    室
 

整備対象建築物
 

(1) 身体障害者や高齢者等の利用の多い建築物で共同浴室を設ける場合は、身体障

害者や高齢者等が安全かつ円滑に利用できるよう整備する。ただし、特殊浴槽を

設ける場合は、この限りでない。
 

出入口
 

(1) 出入口は、扉を引き戸するほかは、「６ 屋内出入口」による。
 

仕上げ
 

(1)  床面は、濡れても滑りにくい材料で仕上げる。
 

車いす転回ｽﾍﾟｰｽ
 

(1) 脱衣室及び浴室内に、車いす転回スペースを設ける。
 

浴槽まわり
 

(1) 移乗台又は洗い台及び据置式浴槽の縁の高さは、床から40㎝程度とする。 

(2) 浴槽への出入りを安全かつ円滑にするために、踏み段を設ける。 

(3) 洗い台を設けない場合には、バスチェアーを備える。
 

手すり
 

(1) 脱衣場、洗い場及び浴槽に補助手すりを設ける。
 

その他設備
 

(1) シャワー及び水栓器具は、洗い台等に座ったたままで利用できる位置に設ける。 

(2) 水栓器具は、レバー式等操作しやすいものとする。 

(3) 脱衣室の洗面器は、「７ トイレ」及び「８ 車いす使用者等対応トイレ」によ

る。
 

16  休憩場所
 

 (1)  不特定かつ多数の者が利用する建築物及び身体障害者や高齢者等の利用が多い建

築物にあっては、利用者の休憩のためのベンチ等を適切な位置に設けるよう配慮す

る。
 

17 客席の通路

から舞台への

通路  

設置 (1) 不特定かつ多数の者が利用する建築物又は身体障害者や高齢者等の利用の多い

建築物のホール等において、客席と舞台との間に 2cm を超える高低差がある場

合には、スロープ又は客席から舞台まで段差なく到達できる通路を設ける。 

ただし、建築構造上やむを得ない場合は、階段の設置に替えることができる。 

また、スロープ又は階段にあっては、建築構造上又は施設用途上やむを得ない

場合には移動させることが可能なものに替えることができる。 
通
路 

床仕上げ (1) 「５ 屋内通路・廊下の床仕上げ(1)」による。 

幅 員
 

(1) 内法120ｃｍ以上とする。 

手すり
 

(1) 両側に連続して設ける。 

(2) 手すりの形状及び取り付け高さ等は、「２ スロープの手すり(3)から(5)」によ

る。 

(3) 施設用途上やむを得ない場合には取り外すことが可能なものに替えることがで

きる。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

17 客席の通路

から舞台への

通路 

ス
ロ

プ 

床仕上げ (1) 表面は、「２ スロープの床仕上げ(1)及び(3)」による。 

(2) 傾斜床面は、回りの水平床面の材料の色と明度の差を大きくし、スロープを識

別しやすいものとする。ただし、施設用途上やむを得ない場合には、同じ色とす

ることができる。 

 

勾 配 (1) 「２ スロープの勾配(1)から(3)」による。 

踊 場 (1) 「２ スロープの踊場(1)」による。 

手すり (1) 「２ スロープの手すり(1)から(5)」による。 

(2) 施設用途上やむを得ない場合には取り外すことが可能なものに替えることがで

きる。 

幅 員 (1) 「２ スロープの幅員(1)及び(2)」による。 

その他 (1) 「２ スロープのその他(1)」による。 
階
段 

仕上げ (1) 踏面は、「１０ 階段の仕上げ(1)」による。 

(2) 滑り止めは、踏面と同面仕上げとし、踏面の材料の色と明度の差を大きくして、

段を識別しやすいものとする。ただし、施設用途上やむを得ない場合には、同じ

色とすることができる。 

形 状 (1) 蹴込みは2cm以下とし、蹴上げは16cm程度、踏面は30cm程度とする。 

手すり (1) 客席と舞台との高低差が16cmを超える場合には、両側に設ける。 

(2) 両側に5cm程度の立ち上がりを設ける。 

(3) 手すりの形状及び取り付け高さ等は、「２ スロープの手すり(2)から(5)」によ

る。 

(4) 施設用途上やむを得ない場合には、取り外すことが可能なものに替えることが

できる。 

幅 員 (1) 内法140cm以上とする。 
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Ⅱ 道路 
   

 

整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等  

１ 歩道
 

歩車道の分離
 

 

 

(1) 歩車道は、可能な限り分離する。ただし、車両がほとんど走行しない、又はわず

かな走行でかつ走行速度が遅い道路などで、ガードパイプなどにより安全対策が施

されている場合は除く。 

(2) 歩車道の分離の方法はセミフラット形式を原則とし、分離の方法を決定するに当

たっては、次の諸条件を総合的に考慮する。 

   ア 歩行者の安全対策 

  イ 民有地の高さ、道路の横断・縦断勾配 

  ウ 道路排水（車道の排水は、可能な限り車道側で処理する。） 

  エ 沿道の土地利用状況（特に車両乗り入れ部の構造）
 

 

連続性の確保
 

(1)  公共交通機関の乗降場と公共施設を結ぶ主要道路などをはじめとして、歩行空間

の連続性が保たれ、ネットワークとして完成するよう歩道の整備を図る。
 

歩道幅員の確保
 

(1) 歩道の幅員は、原則として200 ㎝以上とし、身体障害者や高齢者を含むすべての

歩行者が安心して通行できるものとする。 

(2) 路上施設や占有物件等は、歩道の有効幅員を狭めないよう、できる限り整理統合

を図る。 

(3) 防護柵のボルト、支柱及び巻き込み部のエッジなどが、通行者に危害を与えない

よう配慮する。
 

段差の処理
 

(1) 横断歩道に接続する部分の縁端の段差は、２㎝とする。ただし、道路の構造その

他の状況によりやむを得ないと認められる場合においては、当該段差を１㎝まで縮

小することができる。  

(2) 横断歩道口等の歩行動線上には、集水枡を設けないこととし、水がたまることの

ないよう配慮する。
 

段差部の切り下げ
 

(1) 段差部の切り下げにより生じる勾配は、５％以下とする。ただし、沿道の状況等

によりやむを得ない場合には８％以下とする。 

(2) 段差部の切下げに当たっては、歩行動線の水平性とともに、歩道の連続した平坦

性の確保に努める。
 

車両乗り入れ部の

平坦性の確保
 

(1) 車両乗り入れ部は、原則として幅 100 ㎝以上の平坦部分を連続して設けることに

より、歩道の連続した平坦性を確保する。 

(2) 歩道の幅員が十分確保されている場合には、車両乗り入れ部の平坦部分を200 ㎝

以上確保するよう努める。 

(3) 車両乗り入れ部は、車両乗り入れ部用の歩車道境界特殊ブロックを用いてすりつ

け範囲を短くすることにより、歩道の連続した平坦性を確保する。 

(4) 植樹帯や路上施設帯等がある歩道の場合には、これらの幅の範囲内で、車両乗り

入れ部のすりつけを行い、歩道の連続した平坦性を確保する。
 

２ 立体横断

施設
 

幅員
 

(1) 横断歩道橋及び地下横断歩道の最小幅員は、次表のとおりとする。 

  表１ 横断歩道橋の最小幅員（単位：ｍ） 

昇降方式 
通路の最小幅

員 

階段等の最小幅員 

規定値 縮小値 

階段 １．５ １．５ １．２ 

斜路 ２．０ ２．０ １．７ 

斜路付階段 ２．０ ２．１ １．８ 

  

  表２ 地下横断歩道の最小幅員（単位：ｍ） 

 

昇降方式 

 

通路の最小幅

員 

階段等の最小幅員 

規定値 縮小値 

階段 ２．５ ２．５ １．７ 

斜路 ３．０ ３．０ ２．２ 

斜路付階段 ３．０ ３．１ ２．３ 

（注） 当面は上記によることとし、道路構造令改正に伴う新基準が示されたとき

は、それぞれ新しい基準に読みかえるものとする。また、斜路の勾配を除き、

立体横断施設の勾配の最低基準及び踊り場設置についても同様とする。 

(2) 立体横断施設設置後の歩道の残存幅員は、原則として200㎝以上とする。
 

 

勾配等 (1) 斜路の勾配を８％（1/12）以下とするほかは、道路構造令の定めるところによる。 

(2) 垂直移動の円滑さを確保するために、利用者が十分にあり、通行上、管理上支障

が無い箇所には、立体横断施設に昇降装置又は緩勾配斜路の整備に努める。 

階段 (1) 原則として回り階段は設けない。 

(2) 階段の蹴上げは15㎝程度、踏面は30㎝程度、蹴込みは2㎝以下とする。ただし、

斜路付階段の蹴上げ及び踏面はこの限りではない。 

(3) 踏面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

(4) 滑り止めは、つまづかないように踏面と同一レベルとし、踏面の材料の色と明度

の差を大きくして、段を識別しやすいものとする。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等  

斜路 (1) 床の仕上げについては、建築物の「Ⅰ 建築物 ２ スロープ」に準ずる。 

 

手すり (1) 手すりは、両側に、施設全体にわたって連続して設ける。なお、幅員が 300 ㎝を

超えるときは、中間にも階段手すり又は斜路手すりを設ける。 

(2) 手すりは、外径4㎝程度とし、床から80㎝程度の高さに設ける。 

(3) 手すりは、下側で支持する構造とし、高欄等との間に5㎝程度の隙間を確保する。 

(4) 手すりの端部には、30㎝以上の水平部を設けるとともに、末端部を床又は壁の方

向に折り曲げ危険のないようにする。 

(5) 材質は、耐久性・耐蝕性を考慮し選定する。 

その他 (1) 高齢者や視覚障害者等が安全に利用できるよう、地下横断施設等の屋外と屋内の

明るさの差を緩和するとともに、階段全体を一定の明るさに保つよう採光又は照明

の整備を図る。 

３ 歩道の舗

装・照明等 

歩道舗装 (1) 歩道の舗装面は、濡れても滑りにくい材料で仕上げ、ブロック舗装材は面取りの

少ないものを用いる等舗装面の平坦性の確保に努める。 

(2) アスファルト舗装は、透水性舗装を原則とする。この場合の横断勾配は、１％を

原則とする。ただし、沿道の状況等により、やむを得ない場合は、２％以下とする

ことができる。 

 

休憩スペース (1) 沿道の施設管理者と協力して、高齢者や身体障害者等も利用しやすい休憩スペー

スの確保に努める。 

広幅員歩道照明 (1) 幅員 300 ㎝以上の広幅員の歩道のある道路で、道路照明を設けるときには、夜間

も安全に通行できるよう、歩道を照らす照明も併せて設置する。 

歩行者用の標識

等 

(1) 視力障害者誘導用床材及び音声案内装置は、「Ⅳ 案内・誘導」による。 

(2) 歩行者が容易にかつ楽しく目的の施設へ到達できるよう、地区特性をいかした標

識やサインを整備する。 

(3) 夜間でも標識やサインが識別できるよう、発光性材料の使用や補助照明装置の設

置に努める。 
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 Ⅲ 公園 
 

  

整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等 

１ 敷地内通

路・園路及

び広場出入

口 

床仕上げ (1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げ、砂利舗装はしない。 

(2) 表面は、原則として左右水平かつ平坦とする。 

 

幅 員 (1) 通路、園路及び公園広場の出入口の幅員は、200㎝以上とする。ただし、附帯駐車

場内通路の幅員は、120㎝以上とすることができる。 

(2) バリカーの間隔は、90cm以上とする。 

高低差の解消 

 

(1) 道路境界部も含め通路、園路及び公園広場の１以上の出入口（以下「通路等」と

いう。）には、段を設けない。やむを得ず設ける段の高低差は、2cm 以下とするとと

もに、面取りをする。この場合、段の先端の材料の色は、回りの色と明度差を大き

くして、段を識別しやすいものとする。 

(2) 通路等に2cmを超える高低差がある場合は、原則としてスロープとする。 

(3) 通路及び園路のスロープの勾配は、５％以下とする。ただし、敷地形状等により

やむを得ない場合は、８％以下とすることができる。 

(4) 公園広場出入口等のすりつけ勾配は、８％以下とする。 

(5) スロープの踊り場及び手すりその他は、「Ⅰ 建築物 ２ スロープ」に準ずる。 

(6) 階段は「Ⅰ 建築物 10 階段」に準ずる。ただし、公園・緑地の管理用階段は

除く。 

 
排水溝 (1)  通路内に排水溝を設ける場合には、溝蓋スリットの幅は、2cm以下とする。 

２ 視覚障害
者の案内誘
導 

視覚障害者の案内
誘導 

(1)  ｢Ⅳ 案内・誘導｣による 

３ 公園トイ

レ 

ポーチ段差の解消 (1)  入口通路には、段を設けない。 
(2)  地面とトイレ床面に高低差がある場合の入口通路は、勾配1/15以下のスロープ

とするほか｢Ⅰ 建築物 ２ スロープ｣に準ずる。 

腰掛け式便器ブ
ース 

(1)  内法 200cm×200cm 又は 160cm×220cm の広さを標準とする腰掛け式便器ブース
を 1 か所以上設ける。男性トイレと女性トイレを距離をおいて設ける場合は、そ
れぞれ１か所以上設ける。 

(2)  ブース出入口の有効幅員は、90cm以上とし、段を設けない。 
(3)  ブース出入口の扉は、引き戸とし円滑に開閉できるものとする。 
(4)  ブース内には、手すり、フラッシュバルブ、手洗器、手荷物置き、非常通報装

置等を適切に配置し、車いす使用者及び高齢者等が利用しやすいものとする。 

 

 

手すり付き小便器 (1)  手すり付きストール小便器を１か所以上設ける。 
(2) 設置箇所は、原則として出入口に最も近い位置とする。 
(3) 便器の受け口の高さは、35cm以下とする。 

手すり付き洗面器 (1)  公園トイレには、操作しやすいプッシュ式水洗等の手すり付き洗面器を１か所

以上（男・女の利用区分がある場合はそれぞれ１か所以上）設ける。 

４ 附帯駐車

場 

 (1)  附帯駐車場を設ける場合は、｢Ⅰ 建築物 4 駐車場｣による 

５ 公園施設
の附帯設備 

 (1) ベンチ、屋外卓、水飲み器、販売機その他の設備は、身体障害者及び高齢者等 

が円滑に利用できるものとする。 
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Ⅳ 案内・誘導 

  
 

整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等
 

1 視覚障害
者の歩行案
内 

 

誘導用床材の敷設箇所 (1)  道路にあっては、原則として、次の場所に視覚障害者誘導用床材を敷
設する。 
ア 公共交通機関の最寄りの乗降場と主要な公共建築物を結ぶ歩道 
イ 視覚障害者誘導用床材のネットワーク整備を図るべき都心部等の広 
幅員歩道 

ウ 主要都市施設の敷地出入口に近接する部分 
エ 立体横断施設及び横断歩道に近接する部分 
オ バス・タクシーの乗降場 

(2)  不特定かつ多数の者が利用する建築物及び身体障害者や高齢者等の利

用の多い建築物（公園施設も含む。）にあっては、次の場所に視覚障害者

誘導用床材を敷設する。 
ア 敷地出入口から屋外出入口（複数の出入口が近接している場合は、そ
のうちの１以上の出入口をいう。以下同じ。）に至る通路 

イ 屋外出入口から受付等（複合用途建築物にあっては、代表受付等）に
至る通路・廊下。ただし、常時係員が対応できる等案内誘導上支障がな
い場合は除く。 

ウ 視覚障害者誘導用床材を敷設する通路には、原則として、階段は設け 
ない。 

整備基準に掲げる用語の
意義は次のとおりとする。 
(1) ｢主要な公共建築物｣ 

｢Ⅰ 建築物｣の｢不特定
かつ多数の者が利用する建
築物｣及び｢身体障害者や高
齢者等の利用の多い建築
物｣の他、これに類する国、
県及び民間の建築物 

(例) 
・県庁、県病院、県社会
福祉センター、県立総
合体育館、県立図書館、
県立美術館、産業会館
等 

・税務署・郵便局等国出
先機関の庁舎等 

・日赤病院、民間総合病
院 

・厚生年金会館、県立文
化芸術ホール等のホー
ル施設 

 
(2)  ｢不特定かつ多数の者
が利用する建築物｣ 

｢Ⅰ建築物｣と同意義 
 
(3)  ｢身体障害者や高齢者
等の利用の多い建築物｣ 

｢Ⅰ 建築物｣と同意義 
 

音声案内装置の設置箇所 (1)  市役所、区役所、区民文化センター、交通ターミナル、総合病院その

他都市の主要施設の敷地出入口に近接する歩道 

２ 視覚障害
者誘導用床
材 

 

床材の輝度 (1)  視覚障害者誘導用床材は、回りの床材との輝度比が大きく、識別しや

すいものとする。 

床材の形状 (1)  床材は、30cm×30cmの大きさとし、滑りにくいものとする。 

(2)  歩行方向を案内する線状床材は、線状突起縦４本配列のものとする。 

(3)  方向転換位置や注意すべき位置を案内する点状床材は、点状突起縦横5

個配列のものとする。 

(4)  その他の仕様は、日本産業規格 JIS T 9251「視覚障害者誘導用ブロッ

ク等の突起の形状・寸法及びその配列」に定めるとおりとする。 

床材の配置 
 

(1)  線状床材は、歩行方向に１列配置とする。ただし、バス停留所等のポ

イント案内の場合は除く。 

(2)  駅前広場やロビー等の方向を見失いがちな場所に設ける、視覚障害者誘

導用床材は、原則として直線配置とし、方向転換すべき位置で、直角に折

れ曲がるよう配置する。 

(3)  方向転換位置を案内する点状床材は、屈折位置に配置する。 

(4)  出入口や受付案内等の位置を案内する点状床材は、Ｔ字型配置とする。 

(5)  横断歩道に接する部分及び階段に近接する部分等危険を伴う位置を案

内する点状床材は、横2列配置とする。 

床材の敷設位置 (1)  線状床材を敷設する位置は、壁、柱その他歩行障害物から床材端が60cm

以上離れた位置とする。 

(2)  点状床材を敷設する位置は、出入口、階段、歩車道境界、壁、柱等か

ら床材端が30cm程度離れた位置とする。 

３ 視覚障害
者の垂直移
動案内 

点字標示その他 (1)  エレベーター 
ア 昇降口ロビー及びエレベーター内の操作盤に、操作方法等を点字標示
する。 

イ エレベーター内に、停止階及び昇降方向（又は到達する階）を音声で
知らせる装置を設ける。 

ウ 乗降ロビーに、到達するエレベーターの昇降方向を音声で知らせる装
置を設ける。ただし、エレベーター内の音声で知らせることができる場
合は除く。 

エ エレベーターの出入口に視覚障害者誘導用床材を敷設する場合は、操
作盤の前に設けるものとする。 

(2)  階段及び立体横断施設 
  不特定かつ多数の者が利用する建築物の階段及び立体横断施設の両
側の手すりに、必要に応じて現在位置及び行先を点字標示する。ただし、
避難階段等日常的に利用しないものは除く。 

安全対策 (1) 階段の滑り止めは、踏面の材料の色と明度の差を大きくし、段を識別し

やすいものとする。 

(2) スロープの傾斜床面は、回りの水平床面の材料の色と明度の差を大きく

し、スロープを識別しやすいものとする。 

(3) 転落、転倒の危険をなくすために、屋外に設ける階段又はスロープ等に

近接する床面に視覚障害者誘導用床材を敷設するなどの措置を講ずる。た

だし、管理用階段等日常的に利用しないものは除く。 
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整 備 箇 所
 

項 目 整 備 基 準 整備箇所・基準の適用等
 

４ 案内・標示 案内板 (1) 床面積の合計が 2,000 ㎡以上の建築物にあっては、エレベーター、

車いす使用者等対応トイレ、車いす使用者用駐車区画の位置を示した案

内板を設ける。 

(2)  案内板を設ける場合は、高齢者等にも読みやすいように、文字は大きな

字体で、地板の色と明度の差を大きくする。 

(3)  車いす者等対応トイレの位置を明示する。 

(4)  点字案内文を併記する。 

(5)  案内板は、見上げる必要をなくすよう努める。 

 

 

標示物 (1) 床面積の合計が 2,000 ㎡以上の建築物にあっては、エレベーター、

車いす使用者等対応トイレ、車いす使用者用駐車区画の位置の付近に標

示物を設ける。 

(2)  標示物は、できるかぎり図形標示とするよう努める。 

(3)  高齢者等にも読みやすいように文字は、大きい字体で、地板の色と明度

の差を大きくする。 

(4)  手洗い・便所等の案内標示は、高齢者等の視野特性を考慮し、床から200

㎝程度以下の高さに設けるように努める。 

(5)  室名等を点字で標示する場合は、床から140㎝程度の高さに設ける。 

(6)  夜間においても利用する施設等の標示物や標識は、夜間でも識別できる

よう発光性塗料の使用や補助照明の整備に努める。 
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国の定める基本方針に基づく、バリアフリー化整備対象のＪＲ駅 

（1日当たりの平均利用者数が 3千人以上の駅） 

広島市域のバリアフリー化整備対象のＪＲ駅のうち、バリアフリー化されていない駅 

（新井口駅：本市事業は令和 5年度の完成に向け、関係機関との協議調整を進めている 

安芸矢口駅：事業中、戸坂駅：ＪＲ単独事業で整備予定） 

広島市域のバリアフリー化整備対象のＪＲ駅のうち、バリアフリー化されている駅 

令和 3年 4月の基本方針改正により、基本構想に位置づけることで今後対象となり得る駅 

（1日当たりの平均利用者数が 2千人以上 3千人未満の駅。なお、河戸帆待川駅については、

すでにバリアフリー化済） 

【バリアフリー化の整備状況（令和５年３月現在）】 

国の定める基本方針に基づく、バリアフリー化整備の対象外のＪＲ駅 

（1日当たりの平均利用者数が 3千人未満の駅） 
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